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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第91期
第３四半期
連結累計期間

第92期
第３四半期
連結累計期間

第91期
第３四半期
連結会計期間

第92期
第３四半期
連結会計期間

第91期

会計期間

自　平成20年　
４月１日

至　平成20年12
月31日

自　平成21年４
月１日

至　平成21年12
月31日

自　平成20年　
10月１日

至　平成20年12
月31日

自　平成21年10
月１日

至　平成21年12
月31日

自　平成20年４
月１日

至　平成21年３
月31日

売上高 (百万円) 111,261126,619 39,331 41,638 162,963

経常利益 (百万円) 8,129 11,891 2,434 3,609 13,657

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,441 6,426 1,327 1,996 7,798

純資産額 (百万円) ― ― 35,042 44,482 38,473

総資産額 (百万円) ― ― 120,141117,492127,393

１株当たり純資産額 (円) ― ― 427.59 541.22 469.42

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 56.61 81.93 16.92 25.45 99.42

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 27.9 36.1 28.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 982 5,754 ― ― 2,452

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,431 △2,381 ― ― △3,178

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,851 △8,318 ― ― 4,959

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 6,625 5,510 10,455

従業員数 (名) ― ― 6,655 6,573 6,517

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　第92期から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号）を適用しております。

　

EDINET提出書類

太平工業株式会社(E00070)

四半期報告書

 2/27



２ 【事業の内容】

当社グループの主たる事業内容は建設事業であり、当社、子会社15社（うち連結子会社12社）及び関連会

社２社（うち持分法適用関連会社１社）によって構成されております。当社グループは、新日本製鐵(株)及

びその関係会社の事務所・工場等の建設及び機械、電気設備、計測制御システムの設計・製作・据付並びに

運転・整備等を行うと共に、他の得意先に対しては同様な事業のほか、建築・土木工事の調査・企画・施工

・監理等を行っております。

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
　
当社グループ等の状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

　

　

（注）（株）響エコサイトは、平成21年９月30日付けで解散し、平成22年１月29日付けで清算を結了しております。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 6,573

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 5,021

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
(1) 受注実績
　

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

(百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

(百万円)

比較増減(△)
(百万円)

増減率(△)
(％)

建設事業 38,217 30,941 △7,276 △19.0

製品販売等 ― ― ― ―

合計 38,217 30,941 △7,276 △19.0

(注) １　建設事業以外の受注高については、当社グループ各社の受注概念が異なるため記載しておりません。
２　金額には消費税等を含んでおりません。

　
(2) 売上実績
　

事業の種類別セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

(百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

(百万円)

比較増減(△)
(百万円)

増減率(△)
(％)

建設事業 36,464 39,058 2,593 7.1

製品販売等 2,866 2,579 △286 △10.0

合計 39,331 41,638 2,307 5.9

(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間

　  新日本製鐵（株） 20,641百万円 52.5％

　　当第３四半期連結会計期間

　  新日本製鐵（株） 25,986百万円 62.4％

３　金額には消費税等を含んでおりません。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

　

①　受注高、売上高、繰越高
　

期別 区分
期首
繰越高
(百万円)

期中
受注高
(百万円)

計
(百万円)

期中
売上高
(百万円)

期末
繰越高
(百万円)

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 19,744 56,957 76,701 44,523 32,177

土木 12,932 12,418 25,351 15,907 9,443

建築 11,111 20,230 31,341 12,271 19,069

作業請負 13 18,981 18,995 18,918 77

小計 43,801108,587152,38991,621 60,768

製品販売等 ― 7,218 7,218 7,218 ―

合計 43,801115,806159,60798,839 60,768

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 26,379 49,492 75,871 58,860 17,010

土木 7,990 11,427 19,418 12,250 7,167

建築 14,476 13,092 27,569 19,814 7,755

作業請負 33 17,223 17,256 17,170 86

小計 48,880 91,235140,116108,09632,020

製品販売等 ― 6,058 6,058 6,058 ―

合計 48,880 97,293146,174114,15432,020

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 19,744 73,401 93,145 66,766 26,379

土木 12,932 16,742 29,674 21,684 7,990

建築 11,111 25,251 36,362 21,885 14,476

作業請負 13 25,139 25,153 25,120 33

小計 43,801140,535184,337135,45648,880

製品販売等 ― 8,948 8,948 8,948 ―

合計 43,801149,483193,285144,40448,880

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注高にその増減額を含めて

おります。したがって期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越高は、(期首繰越高＋期中受注高－期中売上高)であります。

３　金額には消費税等を含んでおりません。

　

②　受注高
　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 0 16,725 16,725

土木 △56 3,761 3,705

建築 ― 7,205 7,205

作業請負 ― 6,475 6,475

計 △56 34,168 34,112

製品販売等 ― 2,355 2,355

合計 △56 36,524 36,467

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 113 14,975 15,089

土木 ― 3,009 3,009

建築 ― 3,649 3,649

作業請負 ― 6,130 6,130

計 113 27,765 27,878

製品販売等 ― 2,336 2,336

合計 113 30,101 30,214

(注)　金額には消費税等を含んでおりません。

　

EDINET提出書類

太平工業株式会社(E00070)

四半期報告書

 5/27



③　売上高
　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 0 15,641 15,641

土木 3,781 2,277 6,058

建築 ― 4,674 4,674

作業請負 ― 6,417 6,417

計 3,781 29,011 32,792

製品販売等 ― 2,355 2,355

合計 3,781 31,366 35,148

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

建設事業

機電エンジニアリング 113 19,879 19,993

土木 ― 3,725 3,725

建築 ― 6,040 6,040

作業請負 ― 6,055 6,055

計 113 35,701 35,815

製品販売等 ― 2,336 2,336

合計 113 38,037 38,151

(注)  １　完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

新日本製鐵（株） 　広畑製鐵所本事務所耐震補強工事１期（西棟）工事
新日本製鐵（株） 　君津製鐵所３号焼結周辺発塵防止集塵ダクト敷設工事
新日本製鐵（株） 　広畑製鐵所３号熱延スラブ加熱炉搬送設備電気工事
新日本製鐵（株） 　大分製鐵所１系流動層乾燥分級機電気設備工事
日鐵住金建材（株） 　東門前社宅建設工事

　

当第３四半期会計期間　請負金額１億円以上の主なもの

新日本製鐵（株） 　大分製鐵所１高炉改修計装工事
新日本製鐵（株） 　堺製鐵所精整設備増強工事
新日本製鐵（株） 　名古屋製鐵所製銑工場鋳銑機更新工事
(株）シーケム 　コークドラム更新工事
中外炉工業（株） 　新日本製鐵大分製鐵所薄板工場４号加熱炉新設工事

 ２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

　　 前第３四半期会計期間

　  新日本製鐵(株) 19,243百万円 54.7％

　　 当第３四半期会計期間

　  新日本製鐵(株) 24,536百万円 64.3％

 ３　金額には消費税等を含んでおりません。

　

④　繰越高(平成21年12月31日現在)
　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

建設事業

機電エンジニアリング 0 17,009 17,010

土木 ― 7,167 7,167

建築 ― 7,755 7,755

作業請負 ― 86 86

計 0 32,019 32,020

製品販売等 ― ― ―

合計 0 32,019 32,020

(注) １　繰越工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりであります。

新日本製鐵（株） 　釜石製鐵所社宅建設工事
新日本製鐵（株） 　名古屋製鐵所エネルギー２製鋼筋排水本管布設工事
新日本製鐵（株） 　君津製鐵所３焼結設備増強建築工事
日本鋳鍛鋼（株） 　熱錬工場建屋延長工事
新日鉄エンジニアリング（株）　新日本製鐵君津製鐵所３真空脱ガス装置等設置工事

２　金額には消費税等を含んでおりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気対策やアジア諸国を中心とした海外の

景気回復を背景に、景気持ち直しの動きがみられるものの、自律性に乏しく、失業率が高水準で推移する

等、厳しい状況が続きました。当社グループの主要顧客先である鉄鋼業界におきましても、粗鋼生産が増

加傾向を見せ、11月には前年同月比を上回る等、需要回復の動きが見られるものの、リーマンショック以

前の水準には及ばず、全体として厳しい状況が続きました。

　このような環境のもと、当社グループは、徹底したコスト削減等の収益改善に取り組み、全社一丸となっ

て業績目標の達成に向け邁進した結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高41,638百万円(前年

同四半期比5.9％増）、営業利益3,639百万円(前年同四半期比44.2％増)、経常利益3,609百万円(前年同四

半期比48.3％増)、四半期純利益1,996百万円(前年同四半期比50.4％増)となりました。

　また、事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(建設事業)

　建設事業につきましては、売上高の計上基準を完成基準から進行基準へ変更したことによる売上高の増

加に加え、手持ちの鉄鋼関連プロジェクトの収益改善に注力した結果、売上高は39,058百万円(前年同四

半期比7.1％増)、営業利益は3,550百万円(前年同四半期比49.1％増)となりました。

（製品販売等）

　製品販売等につきましては、事業環境の悪化等により、売上高、利益共に減少し、売上高は2,579百万円

(前年同四半期比10.0％減)、営業利益は88百万円(前年同四半期比37.7％減)となりました。

　

(2) 当第３四半期連結会計期間末の資産・負債・純資産及び当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フ

ローの状況

当第３四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末と比較して、売上債権は増加(2,769百

万円）したものの、未成工事支出金の減少(10,136百万円)及び現金預金の減少(4,945百万円)等により、

前連結会計年度末127,393百万円から9,901百万円減少し、117,492百万円となりました。

　負債は有利子負債の減少(7,337百万円)及び仕入債務の減少(8,217百万円)等により、前連結会計年度末

88,919百万円から15,909百万円減少し、73,010百万円となりました。

　純資産は、配当による941百万円の減少があったものの、四半期純利益6,426百万円等により、前連結会計

年度末38,473百万円から6,008百万円増加し、44,482百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー

の収入1,473百万円を原資に、借入金の返済等を行いました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は26百万円であります。なお、当第３四半期連結

会計期間における研究開発活動の状況で重要な変更はありません。

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の見通しといたしましては、政府の景気対策を背景とした景気押上げ効果の継続が期待されるも

のの、雇用情勢の一層の悪化・デフレ進行による影響等が懸念され、依然として先行き不透明でありま

す。鉄鋼業界におきましても、粗鋼生産、鋼材受注共に改善基調にあるものの、内需は依然として低水準で

あり、当面は厳しい状況が予想されます。

　このような状況のもと、当社グループといたしましては、鉄鋼関連分野を中心とした事業運営を継続し

つつ、これまで培ってきた同分野での競争力強化を図り、最重点課題として取り組んでおります安全・品

質管理活動を協力会社と一体となって推進してまいります。収益面についても、全社一丸となって受注確

保に努めると共に、引き続きコスト削減等の収益改善に傾注し、厳しい事業環境下においても収益を確保

できる磐石な経営基盤の構築を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備の重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,465,11378,465,113
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　1,000株

計 78,465,11378,465,113― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年12月31日 ― 78,465 ― 5,468 ― 1,873

　

　

(5) 【大株主の状況】

　 　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

EDINET提出書類

太平工業株式会社(E00070)

四半期報告書

10/27



(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　26,000

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式78,366,000 78,366 同上

単元未満株式 普通株式　 73,113 ― 同上

発行済株式総数 78,465,113― ―

総株主の議決権 ― 78,366 ―

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式197株を含めて記載しております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

太平工業株式会社
（自己保有株式）

東京都千代田区丸の内
２－５－２

26,000 ― 26,000 0.0

計 ― 26,000 ― 26,000 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 354 383 324 308 325 295 335 330 404

最低(円) 220 279 294 254 280 266 254 288 308

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第

３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平

成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しておりま

す。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　 (1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,532 10,478

受取手形・完成工事未収入金等 48,089 45,319

未成工事支出金 11,061 21,198

その他のたな卸資産 4,590 4,842

その他 6,721 3,918

貸倒引当金 △42 △39

流動資産合計 75,953 85,717

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 22,850 22,909

機械、運搬具及び工具器具備品 41,885 41,024

土地 16,512 16,869

その他 2,048 1,721

減価償却累計額 △50,373 △49,382

有形固定資産合計 32,923 33,142

無形固定資産 480 499

投資その他の資産

投資有価証券 2,045 1,751

その他 7,838 8,309

貸倒引当金 △1,748 △2,027

投資その他の資産合計 8,135 8,033

固定資産合計 41,539 41,676

資産合計 117,492 127,393
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 29,114 37,331

短期借入金 9,309 21,121

未払法人税等 2,658 3,563

未成工事受入金 906 1,916

賞与引当金 1,744 955

完成工事補償引当金 1,029 1,048

工事損失引当金 42 77

その他 6,223 5,099

流動負債合計 51,028 71,113

固定負債

長期借入金 6,140 1,516

退職給付引当金 11,865 12,212

役員退職慰労引当金 89 72

その他 3,886 4,005

固定負債合計 21,981 17,806

負債合計 73,010 88,919

純資産の部

株主資本

資本金 5,468 5,468

資本剰余金 1,873 1,873

利益剰余金 30,737 25,195

自己株式 △9 △9

株主資本合計 38,069 32,528

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 365 219

土地再評価差額金 4,016 4,072

評価・換算差額等合計 4,381 4,292

少数株主持分 2,030 1,652

純資産合計 44,482 38,473

負債純資産合計 117,492 127,393
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 111,261 126,619

売上原価 96,402 107,609

売上総利益 14,858 19,009

販売費及び一般管理費 ※１
 6,594

※１
 6,950

営業利益 8,264 12,059

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 49 17

受取補償金 ※２
 123

※２
 14

雑収入 126 118

営業外収益合計 302 153

営業外費用

支払利息 214 195

売上債権売却損 104 80

雑支出 117 45

営業外費用合計 437 321

経常利益 8,129 11,891

特別利益

貸倒引当金戻入額 60 43

事業譲渡益 ※３
 36 －

関係会社清算益 － 73

その他 8 19

特別利益合計 106 135

特別損失

固定資産除却損 － 230

減損損失 － 145

たな卸資産評価損 310 －

その他 129 2

特別損失合計 440 377

税金等調整前四半期純利益 7,795 11,649

法人税、住民税及び事業税 2,490 4,899

法人税等調整額 647 △40

法人税等合計 3,138 4,858

少数株主利益 215 364

四半期純利益 4,441 6,426
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 39,331 41,638

売上原価 34,554 35,644

売上総利益 4,776 5,993

販売費及び一般管理費 ※
 2,252

※
 2,354

営業利益 2,524 3,639

営業外収益

受取配当金 18 4

雑収入 37 62

営業外収益合計 55 66

営業外費用

支払利息 68 53

売上債権売却損 36 24

雑支出 41 18

営業外費用合計 145 95

経常利益 2,434 3,609

特別利益

貸倒引当金戻入額 16 18

その他 3 9

特別利益合計 20 28

特別損失

固定資産除却損 38 97

減損損失 － 75

その他 12 1

特別損失合計 50 174

税金等調整前四半期純利益 2,403 3,463

法人税、住民税及び事業税 1,177 1,286

法人税等調整額 △169 113

法人税等合計 1,007 1,400

少数株主利益 68 66

四半期純利益 1,327 1,996
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,795 11,649

減価償却費 2,100 2,189

減損損失 － 145

貸倒引当金の増減額（△は減少） △114 △216

賞与引当金の増減額（△は減少） 767 789

退職給付引当金の増減額（△は減少） △376 △347

工事損失引当金の増減額（△は減少） △777 △35

受取利息及び受取配当金 △52 △20

支払利息 214 195

売上債権の増減額（△は増加） 50 △2,769

未成工事支出金の増減額（△は増加） △7,187 10,136

たな卸資産の増減額（△は増加） 83 252

仕入債務の増減額（△は減少） 3,727 △8,217

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,288 △1,009

その他 △2,334 △1,005

小計 2,606 11,736

利息及び配当金の受取額 54 20

利息の支払額 △169 △201

法人税等の支払額 △1,509 △5,800

営業活動によるキャッシュ・フロー 982 5,754

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △12 △9

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 10 －

有形固定資産の取得による支出 △3,000 △2,526

有形固定資産の売却による収入 35 295

その他 535 △141

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,431 △2,381

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,248 △5,050

長期借入れによる収入 － 5,300

長期借入金の返済による支出 △1,500 △7,437

配当金の支払額 △705 △939

少数株主への配当金の支払額 △5 △8

その他 △185 △183

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,851 △8,318

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 402 △4,944

現金及び現金同等物の期首残高 6,223 10,455

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,625

※
 5,510
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

　１．連結の範囲に関する事項の変更

 (1) 連結範囲の変更

第２四半期連結会計期間より清算が結了したため１社を連結の範囲から除外しております。

 

 (2) 変更後の連結子会社の数

 12社

 

　２．会計処理基準に関する事項の変更

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事にかかる収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第18号)が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から当第３四

半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性の認められる工事については工事進行基準(工事の進捗

度の見積は原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　なお、平成21年３月31日以前に着工した工事契約は工事完成基準を引き続き適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間にかかる売上高は10,108百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が、それぞれ1,357百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 
　

【表示方法の変更】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

 (四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間において特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除却損」(66百万円)は、特別損

失総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【追加情報】
　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

 
　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 2,750百万円

　　賞与引当金繰入額 295百万円

　　退職給付費用 140百万円

　　役員退職引当金繰入額 21百万円

１　※１　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 2,711百万円

　　賞与引当金繰入額 278百万円

　　退職給付費用 171百万円

　　役員退職引当金繰入額 25百万円

　　貸倒引当金繰入額 6百万円

２　※２　設備補償に係るものであります。 ２　※２　設備補償に係るものであります。

３　※３　保険代理店事業譲渡益に係るものであります。
―――

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

１　※　　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 978百万円

　　賞与引当金繰入額 197百万円

　　退職給付費用 45百万円

　　役員退職引当金繰入額 8百万円

１　※　　このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであ
ります。

　　従業員給料手当 888百万円

　　賞与引当金繰入額 85百万円

　　退職給付費用 55百万円

　　役員退職引当金繰入額 8百万円

　　貸倒引当金繰入額 2百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 6,648百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△23百万円

現金及び現金同等物 6,625百万円

１　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金勘定 5,532百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△22百万円

現金及び現金同等物 5,510百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日)

　

１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式　 78,465,113株

　

２.　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式 27,673株

　

３.　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４.　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 941 12平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

36,464 2,866 39,331 ― 39,331

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2 550 553 (553) ―

計 36,467 3,417 39,884 (553) 39,331

営業利益 2,381 142 2,524 ― 2,524

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)
　

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

39,058 2,579 41,638 ― 41,638

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1 473 475 (475) ―

計 39,060 3,053 42,113 (475) 41,638

営業利益 3,550 88 3,639 ― 3,639

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業
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前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

102,462 8,798 111,261 ― 111,261

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

11 1,615 1,626 (1,626) ―

計 102,47410,414112,888(1,626)111,261

営業利益 8,039 225 8,264 ― 8,264

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

３　会計処理基準等の変更

  「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号）を第１四半期連結累計期間から適用し、評

価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、製品販売等の営業利益が29百万円減少しております。なお、建設

事業に与える影響はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
建設事業
(百万円)

製品販売等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

119,532 7,086 126,619 ― 126,619

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5 1,391 1,397 (1,397) ―

計 119,538 8,477 128,016(1,397)126,619

営業利益 11,873 185 12,059 ― 12,059

(注) １　事業区分の方法

　 日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業  ：機械・電気設備及び計測制御システムの設計・製作・据付並びに運転・整備及び建築・土木工

事の設計・施工・監理等

　 製品販売等：製品・商品販売及び不動産事業

３　会計処理基準等の変更

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べて、建設事業の売上高は10,108百万円増加し、営業利益が1,357百万円増加して

おります。なお、製品販売等に与える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略してお

ります。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４

月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12

月31日）

　海外売上高の割合がいずれも連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。

　

(有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

541.22円 469.42円

　 (注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 44,482 38,473

普通株式に係る純資産額(百万円) 42,451 36,821

差額の主な内訳(百万円)
　少数株主持分 2,030 1,652

普通株式の発行済株式数（千株） 78,465 78,465

普通株式の自己株式数（千株） 27 25

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末(連結会計年度末)
の普通株式の数（千株）

78,437 78,439
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２．１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　56.61円 １株当たり四半期純利益　　　 　　　　　 　 81.93円

　 (注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純利益(百万円) 4,441 6,426

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,441 6,426

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,442 78,438

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益　　　　　　　　　16.92円 １株当たり四半期純利益　　　 　　　　　  　25.45円

　 (注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

四半期純利益(百万円) 1,327 1,996

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,327 1,996

普通株式の期中平均株式数(千株) 78,441 78,438

　

（重要な後発事象）

　

該当事項はありません。
２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

太平工業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　望　 月 　正 　芳　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　櫻 　井 　紀 　彰　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平工業株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（１）に記載されているとおり、

第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準によ

り四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

太平工業株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　  二 ノ 宮　 隆　雄 　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    櫻　 井　 紀　 彰    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太平

工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太平工業株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、第１四半期

連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務

諸表を作成している。

 

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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